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証券コード 3179
2026年６月９日

（電子提供措置の開始日2026年６月３日）

株 主 各 位
東京都新宿区西新宿一丁目14番11号

シ ュ ッ ピ ン 株 式 会 社
代表取締役社長 CEO 齋 藤 仁 志

第21回定時株主総会招集ご通知

拝啓

平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第21回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげ

ます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記

ウェブサイトに「第21回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載し
ております。

当社ウェブサイト

https://www.syuppin.co.jp/ir/soukai/

（上記の当社ウェブサイトにアクセスいただき、「第21回定時株主総会」欄に
ある「第21回定時株主総会招集ご通知」よりご確認ください。）

上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に
「シュッピン」又は「コード」に当社証券コード「3179」を入力・検索し、「基
本情報」、「縦覧書類／PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある
「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネット等によって議決権を行
使することができますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書
類をご検討の上、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示の上ご返送い
ただくか、当社の指定する議決権行使サイト(https://evote.tr.mufg.jp/)において賛
否をご入力されるか、いずれかの方法により2026年６月24日（水曜日）午後５時まで
に議決権を行使くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
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記

１．日 時 2026年６月25日（木曜日）午前10時

（受付開始：午前９時30分）

２．場 所 東京都渋谷区代々木二丁目１番１号

ビジョンセンター新宿マインズタワー13F 1301A＋B

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

なお、本定時株主総会の会場は、2025年６月25日開催の定時株

主総会と異なる会場となっておりますので、ご注意いただきま

すようお願い申しあげます。

３．目 的 事 項

報 告 事 項 第21期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

事業報告及び計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役５名選任の件

第３号議案 取締役の報酬額改定の件

以 上

＜議決権行使について＞

・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。

・議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示を

されたものとして取り扱わせていただきます。

・書面とインターネット等により重複して議決権を行使された場合は、インター

ネット等による議決権行使を有効といたします。

・インターネットによる議決権行使が重複してなされた場合は、最後に行使され

た内容を有効といたします。

・議決権行使を代理人に委任する場合は、当社定款第16条の規定に基づき、当社

の議決権を有する他の株主様１名を代理人とし、その方が、代理権を証明する

書面（委任状等）を会場受付にご提出ください。

また、代理権を証明する方法として、委任者の記名押印のある委任状等に加え、

以下のいずれかの書類をご提出いただくことが必要となります。

①当社から委任者に送付した議決権行使書用紙

②委任者の印鑑登録証明書（委任状等には印鑑登録証明書の登録印の押印が必

要です。）

③委任者の運転免許証や各種健康保険証等、委任者の住所、氏名の確認ができ

る公的証明書類の写し
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＜電子提供措置について＞

・電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正

内容を掲載させていただきます。

＜その他＞

会場での配慮が必要な方は、準備の都合上、2026年６月18日（木曜日）午後５時

までに下記担当部署までご連絡いただきますようお願い申しあげます。

シュッピン株式会社総務部

電話：03（3342）0088

メール：info@syuppin.com
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議決権行使についてのご案内
■ 事前行使をしていただける場合

◎書面による議決権行使

2026年６月24日（水曜日）午後５時到着
分まで

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いた
だき、行使期限までに到着するようご返送ください。議決
権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛
成の意思表示をされたものとして取り扱わせていただきま
す。

行使期限

◎インターネットによる議決権行使

2026年６月24日（水曜日）午後５時入力
完了分まで

2026年６月25日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時30分）

https://evote.tr.mufg.jp/

次頁のインターネットによる議決権行使のご案内をご高覧
の上、画面の案内に従って、賛否をご入力ください。

なお、当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付に
ご提出くださいますようお願い申しあげます。

行使期限

議決権行使ウェブサイト

開催日時

スマートフォンでの議決権行使は、「QRコード行使」をご利用ください。
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QRコードを読み取る方法
ログインID・仮パスワードを

入力する方法

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 ヘルプデスク

（通話料無料／受付時間 午前９時～午後９時）

0120－173－027
インターネットによる議決権行使で

パソコンやスマートフォンの操作方法などが

ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

https://evote.tr.mufg.jp/

機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームを
ご利用いただくことが可能です。

インターネットによる議決権行使のご案内

｢ログイン」を
クリック

｢ログインID・仮パスワード」
を入力

議決権行使書副票に記載のログインID、仮パ

スワードを入力することなく、議決権行使サ

イトにログインすることができます。

1 QRコード読み取り
議決権行使書副票（右側）に記載のQRコー

ドを読み取ってください。

1 ウェブサイトへアクセス
上記の議決権行使ウェブサイトにアクセス

してください。

2 ログイン・仮パスワード入力
議決権行使書用紙に記載された「ログイン

ID・仮パスワード」を入力しクリックしてく

ださい。

3 賛否の入力

以降は画面の案内に従って賛否をご入力く

ださい。

2 賛否の入力

以降は画面の案内に従って賛否をご入力く

ださい。

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標

です。

議決権行使

ウェブサイト
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件

当社は、資本効率の向上および株主還元の充実を重要な経営課題と認識しており、

2026年３月期より配当性向40～50％を基本方針とし、利益成長に応じた利益還元を行

うことを目標としております。

当期の期末配当につきましては、業績の下方修正の影響により当期の配当性向は

59.8％となる見込みであり、基本方針の目安を一時的に上回る水準となります。しか

しながら、当該下方修正の要因は短期的なものであると判断していること、および株

主の皆様への還元の充実を最優先に考慮した結果、当期につきましては期初予定から

の配当金額を維持し、次のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

① 配当財産の種類

金銭といたします。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金47.0円

配当総額997,293,376円

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

2026年６月26日といたしたいと存じます。
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第２号議案 取締役５名選任の件

現任の取締役全員（９名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。 つき

ましては、当社が次期中期経営計画を確実に遂行し、持続的な企業価値向上を実現す

るため、経営の監督と執行を明確に分離した「モニタリング・ボード」体制へと移行

すべく、取締役５名（うち社外取締役４名）の選任をお願いするものであります。

当社は、指名委員会における議論を経て、取締役会が中長期的な戦略策定および執

行の監督に特化し、機動的な業務執行については執行役員に大幅に権限を委譲する体

制こそが、現在の経営環境において最適であると判断いたしました。

この体制移行に伴い、取締役会の適正規模化を追求し、取締役の員数を現在の９名

から５名へと大幅に削減いたします。なお今般の体制刷新に伴い退任する取締役が保

有していた各専門スキルについては、新任の渡辺絢氏、白石卓也氏及び再任となる候

補者によって完全に継承されており、今後の経営監督を実効的に遂行する上で不足は

ありません。

本議案が承認可決された場合、取締役会の独立社外取締役比率は８０％となり、客

観的かつ透明性の高いモニタリング体制が確立されます。これにより、株主の皆様の

視点に立った経営監督機能と、変化の激しい市場環境に対応する迅速な執行体制の両

立を図り、さらなる企業価値向上に邁進してまいります。
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取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況）
取締役会
出席回数

１ 再 任
さい とう まさ し

齋 藤 仁 志
代表取締役社長
社長執行役員CEO

23回／23回
（100％）

２ 再 任
たきがさき ゆう じ

滝ヶ﨑 裕 二

社外取締役
公認会計士
株式会社ワイズキャスト
代表取締役
株式会社Endoor 代表取締役

23回／23回
（100％）

３ 再 任
のぶ ざね かつ や

信 実 克 哉

社外取締役
株式会社ストラテジック・エンゲー
ジメント 代表取締役
株 式 会 社 Capital Growth Strateg
ies 代表取締役
株式会社And Doホールディングス
社外取締役

４回／４回
（100％）

４ 新 任
わた なべ あや

渡 辺 絢

雨宮眞也法律事務所
バリューコマース株式会社
社外取締役、監査等委員
コーセル株式会社
社外取締役、監査等委員

-

５ 新 任
しら いし たく や

白 石 卓 也

株式会社 Digimile 代表取締役
株式会社アルファポリス
社外取締役
株式会社WeCode 取締役

-

再 任 再任取締役候補者 新 任 新任取締役候補者

2026年05月22日 18時51分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 9 ―

候補者番号

１
さい とう まさ し

齋 藤 仁 志
生年月日

1978年１月19日生 再 任

取締役会への出席状況

23回／23回（100％）

所有する当社の株式の数

64,711株

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

2001年４月 株式会社マップグループ入社(現株式会社エムジ

ー)

2006年３月 当社入社

2011年３月 当社Map Camera営業部中古カメラ仕入グループ

サブマネージャー

2013年５月 当社Map Camera営業部リバリューセールスマー

チャンダイジンググループマネージャー

2015年２月 当社Map Camera営業部副部長

2015年６月 当社Map Camera営業部長

2016年６月 当社取締役営業本部長

2018年４月 当社取締役 上席執行役員COO営業本部長

2022年４月 当社ESG経営推進室室長

2024年５月 当社常務取締役 上席執行役員COO CIO

事業戦略本部長

2026年５月 当社代表取締役社長 社長執行役員CEO（現任）

選任理由

齋藤仁志氏は、当社入社以来、主力であるカメラ事業をはじめとする

営業部門に携わり、特に中古品ビジネスにおける豊富な経験と深い知

見を有しております。これまで取締役 上席執行役員COO 営業本部長

として当社の事業全体を長年にわたり統括し、業績拡大に大きく貢献

してまいりました。 2024年５月からは常務取締役 上席執行役員 COO

CIO 事業戦略本部長として、当社の強みであるIT・テクノロジーの活

用によるシステム戦略の統括と、全社的な事業戦略の推進を力強く牽

引しております。

今般、前代表取締役である小野尚彦氏の退任に伴い、当社は中期経営

計画を着実に遂行し、持続的な成長とさらなる企業価値向上を実現す

べく、ガバナンス体制の刷新を決定いたしました。社外取締役比率を

80%に高め、監督機能をさらに強化した「モニタリング・ボード」へ

と移行する新体制において、同氏の有する現場への深い理解と、テク

ノロジーを活用したビジネスモデルの変革を推進する強力なリーダー

シップは、経営執行のトップとして不可欠であると判断いたしまし

た。

以上の通り、指名委員会の答申を踏まえ、同氏が当社の新たなリーダ

ーとして中長期的な企業価値向上を牽引するにふさわしい人物である

と判断し、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者番号

２
たき が さき ゆう じ

滝ヶ﨑 裕 二
生年月日

1970年２月９日生 再 任

取締役会への出席状況

23回／23回（100％）

所有する当社の株式の数

700株

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

1996年10月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トーマツ）

入所

1999年11月 公認会計士登録

2000年４月 野村企業情報株式会社（現野村證券株式会社）

入社

2005年４月 株式会社テレウェイヴ（現株式会社アイフラッグ）

入社

2005年６月 同社取締役CFO

2007年７月 株式会社ワイズキャスト設立

代表取締役（現任）

2018年11月 当社社外取締役（現任）

2023年11月 株式会社Endoor 代表取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要

滝ヶ﨑裕二氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計等に

関する専門的な知識及び企業経営に関する幅広い活動経験と豊富な専

門知識を有しております。これらの経験と知見を当社の企業価値向上

に活かし、かつ、独立した立場から取締役会の意思決定の妥当性、相

当性を確保するための助言・提言をいただける当社のコーポレート・

ガバナンス強化に資する人材であると判断したため、社外取締役候補

者として選任することといたしました。なお、同氏の当社社外取締役

としての在任期間は、本総会終結の時をもって７年７ヶ月となりま

す。
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候補者番号

３
のぶ ざね かつ や

信 実 克 哉
生年月日

1987年７月30日生 再 任

取締役会への出席状況

４回／４回（100％）

所有する当社の株式の数

3,300株

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

2010年４月 株式会社みずほフィナンシャルグループグロー

バルカバレッジアジア投資銀行部門 入社

2012年11月 Dodge & Cox 入社

2016年12月 Fidelity Management & Research(Japan) 入社

2023年９月 株式会社ストラテジック・エンゲージメント 設立

代表取締役(現任)

2024年７月 株式会社Capital Growth Strategies 設立

代表取締役(現任)

2024年９月 株式会社And Doホールディングス

社外取締役(現任)

2026年１月 当社社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要

信実克哉氏は、Dodge&Cox及びFidelityManagement&Researchという世

界有数の機関投資家において、長期に渡り日本株を含むグローバル企

業への長期投資業務に従事してこられました。また、株式会社AndDo

ホールディングスの社外取締役として、投資家視点でのROIC経営に基

づく事業ポートフォリオ最適化に向けた変革の推進、及びキャピタル

アロケーションを含む財務戦略改善を通した、本質的なキャッシュフ

ロー創出力向上への助言・監督を担っておられます。これらの経験と

知見を当社の企業価値向上に活かし、かつ、独立した立場から取締役

会の意思決定の妥当性、相当性を確保するための助言・提言をいただ

くことにより、当社のコーポレート・ガバナンスを強化することが可

能であると判断したため、社外取締役候補者として選任することとい

たしました。なお、同氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総

会終結の時をもって５ヶ月となります。
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候補者番号

４
わた なべ あや

※渡 辺 絢
生年月日

1987年４月17日生 新 任

所有する当社の株式の数

－株

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

2014年12月 石嵜・山中総合法律事務所 入所

2018年10月 野村證券株式会社 入社

2020年１月 雨宮眞也法律事務所 入所（現任）

2022年９月 日本情報クリエイト株式会社

社外取締役

2024年３月 バリューコマース株式会社

社外取締役、監査等委員（現任）

2024年８月 コーセル株式会社

社外取締役、監査等委員（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要

渡辺絢氏は、東京大学法科大学院修了後、弁護士登録をされました。

法律事務所や事業会社において、企業法務、労働法務、ESG・SDGs法

務の経験を積んだ後、2020年より雨宮眞也法律事務所のパートナー弁

護士として、多様な業界の企業にリーガルサービスを提供しておられ

ます。

現在は、バリューコマース株式会社、コーセル株式会社の社外取締役

（監査等委員）として会社経営に参画する傍ら、第一東京弁護士会で

は常議員に就いているほか、ESG分野の研究や論文執筆にも注力され

ておられます。

同氏はこれらの弁護士としての豊富な経験と専門知識を有しておら

れ、主にコンプライアンスの観点から有益なアドバイスがいただける

ものと期待し、社外取締役候補者として選任することといたしまし

た。
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候補者番号

５
しら いし たく や

※白 石 卓 也
生年月日

1969年７月３日生 新 任

所有する当社の株式の数

－株

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

1996年４月 フューチャーシステムコンサルティング株式会

社（現フューチャーアーキテクト株式会社） 入

社

2007年８月 プルデンシャル生命保険株式会社 入社

2011年４月 日本アイ・ビー・エム株式会社 入社

2013年２月 株式会社ベイカレントコンサルティング 入社

2015年４月 株式会社ローソン 入社

執行役員 経営戦略本部副本部長 兼オープンイ

ノベーションセンター長

2018年３月 株式会社 Digimile 代表取締役社長（現任）

2018年５月 Walmart Japan/ 合同会社西友 VP CIO

2020年５月 味の素株式会社

エグゼクティブマネージャー

2021年６月 株式会社アルファポリス 社外取締役（現任）

2022年５月 株式会社タイトー 社外取締役

2025年７月 株式会社WeCode 取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要

白石卓也氏は、東京大学大学院工学系研究科を修了後、フューチャー

システムコンサルティング株式会社に入社し、PMとして大規模なシス

テム再構築や業務改革を主導されました。その後、プルデンシャル生

命保険株式会社での経営企画やM&Aを経験後、日本アイ・ビー・エム

株式会社、株式会社ベイカレントコンサルティングでのパートナー職

を歴任されてこられました。

2015年からは、株式会社ローソンの執行役員として次世代システム構

築や子会社設立を推進され、2018年にはWalmart Japan（合同会社西

友）のCIOに就任されてデジタル変革をリードされた後、2020年より

味の素株式会社のCEO補佐としてビジネスモデル変革の指揮を執って

こられました。

並行して複数の企業で取締役も務めるなど、ITと経営を繋ぐDXのスペ

シャリストとして活動されており、これらの経験と知見を当社の企業

価値向上に活かし、かつ、独立した立場から取締役会の意思決定の妥

当性、相当性を確保するための助言・提言をいただける当社のコーポ

レート・ガバナンス強化に資する人材であると判断したため、社外取

締役候補者として選任することといたしました。
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（注）１．※は、新任の取締役候補者であります。
２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３．滝ヶ﨑裕二氏及び信実克哉氏及び渡辺絢氏並びに白石卓也氏は社外取締役候補者でありま

す。
４．滝ヶ﨑裕二氏及び信実克哉氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出てお

り、原案どおり選任された場合は、引き続き両氏を独立役員とする予定であります。また、
渡辺絢氏及び白石卓也氏の選任が承認可決された場合は、両氏を独立役員として届け出る予
定であります。

５．当社は、滝ヶ﨑裕二氏及び信実克哉氏と会社法第427条第１項に規定する責任限定契約を法
令が定める限度額の範囲内で締結しており、両氏が原案どおり選任された場合、当該契約を
継続する予定であります。また、渡辺絢氏及び白石卓也氏の選任が承認可決された場合、両
氏との間で、同様の責任限定契約を締結する予定であります。

６．当社は、取締役全員を被保険者とする、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責
任保険契約を保険会社と締結しており、被保険者が負担することとなる職務の執行に関する
責任及び当該責任の追及に関わる請求による損害を当該保険契約により補填することとして
おります。なお、各候補者が原案どおり選任された場合は、当該保険契約の被保険者とな
り、任期途中に当該保険契約について同内容での更新を予定しております。なお、保険料は
全額当社で負担しております。
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株主総会後の取締役会のスキルマトリックス（予定）

本招集ご通知記載の候補者を原案どおり承認可決された場合の取締役会のスキルマ

トリックスは以下のとおりとなります。

（男性５名 女性３名 （取締役のうち女性の比率 20.0%））

氏名 役職

企業

経営

経験

Web

マーケ

ティン

グ

IT

セキュ

リティ

ー

DX推進

財務

会計

税務

資本

市場

サステ

ィナビ

リティ

SDGs

法務・

リスク

マネジ

メント

内部

統制

ガバナ

ンス

人事

人材

開発

齋藤 仁志

男性

代表取締役

社長
● ● ● ● ●

滝ヶ﨑 裕二

男性

独立社外

取締役
● ● ● ●

信実 克哉

男性

独立社外

取締役
● ● ●

渡辺 絢

女性

独立社外

取締役
● ● ● ● ●

白石 卓也

男性

独立社外

取締役
● ● ●

森園 睦子

女性
常勤監査役 ● ●

遠藤 直仁

男性

独立社外

監査役
● ● ● ● ●

横山 敬子

女性

独立社外

監査役
● ● ● ● ● ●
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第３号議案 取締役の報酬額改定の件

当社の取締役の基本報酬の額につきましては、2018年11月30日開催の臨時株主総会

において、年額２億5,000万円以内（うち社外取締役分は年額2,000万円以内）とご決

議いただき、今日に至っております。

その後、約７年半が経過し、この間における当社の事業規模の拡大や経営環境の変

化に伴い、経営の意思決定及び監督を担う取締役の役割や責務は大きく増大しており

ます。

今後、コーポレート・ガバナンス体制をより一層強化し、中長期的な企業価値の向

上を実現していくためには、特に独立した客観的な立場から監督と助言を行う社外取

締役の役割が極めて重要となります。

つきましては、多様で優秀な人材を継続的に確保するための競争力ある報酬水準を

維持すること、並びに今後の経営体制の拡充に機動的に対応すること等、諸般の事情

を総合的に勘案いたしまして、取締役の報酬額を年額２億5,000万円以内（うち社外取

締役分は年額4,000万円以内）に改定させていただきたいと存じます。なお、取締役の

報酬額には、従来どおり使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないものといたした

いと存じます。

また、現在の取締役は９名（うち社外取締役６名）でありますが、第２号議案「取

締役５名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、本議案の対象となる取締役は

５名（うち社外取締役４名）となります。

本議案は、上記の目的に照らし、同規模の国内企業との報酬水準の比較結果を踏ま

えた上で、当社の事業規模、役員報酬体系やその支給水準、現在の役員の員数及び今

後の動向等を総合的に勘案して提案しております。

当社の取締役の報酬等につきましては、株主総会で決定した限度額の範囲内で、独

立社外取締役や社内取締役等を含み、過半数を社外役員で構成する任意の「報酬委員

会」にて決定することとしており、決定プロセスの客観性及び透明性が確保されてお

ります。

また、当社は取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定めており（その内

容の概要は事業報告29ページに記載のとおりであります）、本議案が承認可決された場

合も当該決定方針に変更はなく、本議案は当該方針に沿うものであることから、その

内容は相当であると判断しております。

以 上
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事 業 報 告

（ 2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

１．会社の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当事業年度における我が国経済は、雇用情勢の改善や賃上げの動きを背景に、

内需を中心とした消費を支えています。一方で、物価上昇の継続による消費者

マインドの下振れは継続し、生活コストへの影響は依然として残っております。

また、新政権による経済政策の期待が高まるなか、我が国経済は総じて緩やか

な回復基調を維持しておりますが、米国の関税政策、国際情勢の不安定化に加

え、日中関係や地政学リスクの高まりなどが懸念され、先行きについては依然

として不透明な状況が続いております。

当社が属しておりますＥコマース市場は、経済産業省の電子商取引に関する

市場調査（注）において、2024年の国内小売販売に占める物販系分野のＥＣ化

率は 9.78％（前年比0.40ポイント増） と推計され、商取引の電子化が進展し

ています。

(注) 出典：経済産業省 令和６年度デジタル取引環境整備事業（電子商取引

に関する市場調査）

このような経営環境のもと、当社は「インターネットを利用してお客様に

『価値ある新品と中古品』を安心・安全に取引できるマーケットを創造するこ

と」を方針として、多店舗展開しないビジネス戦略を軸にしています。これま

でに構築してきたOne to Oneマーケティングを更に強化し、お客様とのタッチ

ポイント拡大に注力してまいります。加えて、AIや最新のテクノロジーを引き

続き活用し、EIC（Electronic Intelligent Commerce）企業を目指します。

当事業年度においては、動画やブログ等のコンテンツ発信の強化やポイント

プログラムのバリューアップにより自社サイトの利用が促進され、自社ＥＣ売

上高比率は堅調に推移いたしました。

一方、カメラ事業においては上期の大型新製品発売の反動減や免税売上高の

減少、時計事業においても上期は免税売上高が減少した影響を受けました。第
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４四半期には過去最高の売上高を記録したものの、これらの影響により、結果、

売上高は51,924,832千円（前期比1.4%減）となりました。

利益面では、カメラ事業における「AIMD」が順調に稼働し、売上総利益率は

前年同期を若干上回り堅調に推移しました。一方で、時計事業においては売上

総利益が減少し、全体としては前年同期比において若干下回る結果となりまし

た。

販売費及び一般管理費においては、ベースアップによる人件費の増加に加え、

販売促進施策の導入や株主優待券の利用が増加、臨時株主総会の開催もあり、

7,215,989千円（同11.8%増）となり、売上高販売管理費比率は前年同期比1.6ポ

イント増の13.9%となりました。この結果、営業利益は2,537,851千円（同25.3%

減）、経常利益は2,491,365千円（同26.0%減）、当期純利益は1,685,292千円（同

16.6%減）となりました。

各セグメントの業績は次のとおりであります。

［カメラ事業］

当事業年度においては、「One to Oneマーケティング」によるお客様とのタッチ

ポイント拡大に注力し、LINEでのリクエスト配信数も引き続き堅調に推移してお

ります。また、ポイント施策の積極活用に加え、2025年10月よりＥＣサイトの各

商品ページに商品紹介動画の掲載を開始し、ＥＣサイトへの導線を強化する

YouTubeサブチャンネルとして、「MapCamera SHOWCASE CHANNEL」を開設しました。

動画コンテンツを継続的に蓄積し、ＥＣサイトへの導線を強化しております。こ

れらの取り組みにより、新規顧客の獲得および購買促進を図りました。また、期

初に低調であった免税売上についても第２四半期以降は回復基調となりましたが、

商品供給環境を踏まえた販売施策の影響もあり、その結果、セグメント売上高は

40,734,321千円（前期比1.2%減）となり、セグメント利益については4,172,100千

円（同8.5%減）となりました。

［時計事業］

当事業年度においては、在庫の流動性向上を目的に販売価格及び買取価格の見
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直しを行い、販売活動の強化に注力いたしました。期初は、米国の関税政策の影

響による免税売上の低調や高価格帯商品のラインナップ拡充の遅れから、一時的

な停滞が見られたものの、国内相場は総じて安定し、免税売上も第２四半期以降

大幅な回復がみられました。

その結果、セグメント売上高は10,399,840千円（前期比2.4%増）を確保した一

方で、先行した施策の影響等によりセグメント利益は303,897千円（同30.9%減）

となりました。

［筆記具事業］

当事業年度においては、YouTubeなどの動画コンテンツやSNSでの情報発信を積

極活用した結果、自社ＥＣサイトの売上高が堅調に推移し、セグメント売上高は

479,037千円（前期比2.7%増）、セグメント利益については71,563千円（同6.7%増）

となりました。

［自転車事業］

当事業年度においては、2025年10月末のＥＣサイト及び店舗閉店に向けて在庫

消化を計画的に進めました。その結果、セグメント売上高は311,633千円（前期比

60.9%減）、セグメント損失については49,250千円（前年同期は19,784千円の利益）

となりました。

なお、2025年８月７日付けの開示にてご連絡のとおり、成長性および収益性の

高い事業への経営資源集中を目的として、2026年３月31日をもって自転車事業を

終了しております。

（グローバル戦略について）

当事業年度においても、引き続き「Map Camera」として世界最大級のオンライ

ンマーケットプレイス「eBay」へ、「GMT」として「eBay」及び高級腕時計マーケ

ットプレイス「Chrono24」へ出店し、加えて「Buyee Connect」を導入しておりま

す。また、Map Cameraにおいて「eBay Japan Awards 2025」で「Seller of the

Year」を３年連続で受賞し殿堂入りを果たすなど、越境ＥＣにおける販売実績お

よび顧客評価は継続的に高い水準を維持しております。

当事業年度においては、期初に米国の関税政策の影響を大きく受け、第２四半

期以降は回復基調となったものの、前年同期比では減収となりました。また、
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「eBay」においては、カナダ、ドイツ、イギリスへの新規出店により、販路を拡大

しております。

越境ＥＣにおける売上高はカメラ事業、時計事業、筆記具事業にそれぞれに含

まれて計上されており、当事業年度においては、合計で3,231,735千円となってお

ります。

販売チャネル別売上高の状況

販売チャネル 売上高 構成比 前期比

ＥＣ 39,228,255千円 75.5％ 96.5％

店舗 12,696,577千円 24.5％ 105.6％

合計 51,924,832千円 100.0％ 98.6％

② 設備投資の状況

当事業年度において実施いたしました当社の設備投資の総額は1,852,727千円

であります。その主な内訳は、新基幹システム開発費用1,775,190千円等であり

ます。

③ 資金調達の状況

該当事項はありません。
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(2) 財産及び損益の状況

区 分
第 18 期

(2023年３月期)
第 19 期

(2024年３月期)
第 20 期

(2025年３月期)

第 21 期
(当事業年度)
(2026年３月期)

売 上 高(千円) 45,618,523 48,841,841 52,658,393 51,924,832

経 常 利 益(千円) 2,439,450 3,344,107 3,368,170 2,491,365

当 期 純 利 益(千円) 1,697,291 2,322,367 2,020,774 1,685,292

１株当たり当期純利益 (円) 81.19 110.05 93.01 78.57

総 資 産(千円) 15,066,358 16,063,110 18,088,978 18,096,449

純 資 産(千円) 6,479,488 8,266,243 10,168,192 10,254,888

１株当たり純資産額 (円) 307.83 390.44 466.45 483.29

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づき、１株当たり純資産額は期末発行済株

式数に基づき算出しております。

(3) 対処すべき課題

当社が継続的に安定した成長を続けていくためには、当社の強みである各事業

における専門性やＥＣに主軸を置いたビジネスモデルを活かし、顧客からの信頼

やブランドの認知力を向上させ、安心・安全に取引できる環境を提供することに

より、収益基盤を高めていく必要があると認識しております。そのための施策と

して、以下の事項に取り組んでまいります。

① 各事業における専門性の向上

当社の営むカメラ事業、時計事業、筆記具事業ではいずれも専門的な知識が

求められる「価値ある商品」を取り扱っております。特に、中古品については、

価値ある「財庫」品を確保すること、及び「財庫」の価値を見極める商品知識

豊富なエキスパートである「人財」が不可欠と認識しております。専門性を高

めるため、商材ごとに屋号を別々に展開しています。さらに商材ごとに１店舗

のみ運営している実店舗でのリアルなお客様との接点によるスタッフの専門性

の向上、接客のノウハウをＥＣサイトに活かすなど、ＥＣとリアルの相乗効果

による質の高いサービスの提供を可能とする仕組み作りや、情報発信機能強化

を行い組織体制の整備を進めております。また、各事業における専門性向上の

ためにも業務効率化を目的として、基幹システムへの投資を行い、デジタル基

盤の強化にも取り組んでおります。
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② IT人財育成とリテラシー強化

当社はこれまで、AIやデータ活用を積極的に推進し、お客様向けのサービス

の構築や社内業務の効率化に取り組んでまいりました。EIC（Electronic

Intelligent Commerce）企業への変革を目指していく上で、最先端のテクノロ

ジーに精通し、高いITリテラシーを備えた人財育成が課題であると認識してお

ります。柔軟性と創造力を備えた人財を育てることで、AIや最先端テクノロジ

ーを活用しながら、競争優位性のある企業への成長を実現してまいります。

③ ＥＣサイトの信用力（安心・安全）・利便性の向上

今後、さらにＥＣサイトでの販売を継続的に拡充するためには、ＥＣサイト

でも、対面取引と同様に顧客が安心して利用できるサービスの提供を目指し、

一層の信用力（安心・安全）や利便性の向上を図る必要があると認識しており、

2026年４月には基幹システムのリプレイスを実施し、今後の事業成長を支える

強固なデジタル基盤の構築を進めております。

また、引き続きＥＣ強化のための投資は継続しており、株式会社シグマクシ

スとの資本業務提携等を通じて、システムのさらなる堅確性向上と最先端テク

ノロジーの導入を進めております。今後は、前記の基幹システムリプレイスに

よって強化されたデータ活用基盤を礎として、より高度なパーソナライズ施策

の展開やAI活用の継続・加速を行い、最先端テクノロジーを駆使するEIC

（Electronic Intelligent Commerce）企業への更なる変革を進めてまいります。

今後もさらなる信用力（安心・安全）と利用者向けサービスの強化を続けるこ

とで、売上の向上に努めてまいります。

2026年05月22日 18時51分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 23 ―

④ 当社及びブランドの認知度の向上、新規Ｗｅｂ会員数、アクセス・ページビ

ュー数の増加

当社は事業ごとに以下の屋号を用いて事業展開をしており、当社及び専門店

としての各ブランドの認知度を一層高め、新たな利用者（新規Ｗｅｂ会員数）

を増やしていくことが課題と認識しております。

事業名 屋号

カメラ事業 Map Camera

時計事業 ＧＭＴ、BRILLER

筆記具事業 KINGDOM NOTE

当社はこれら各ブランドの関連情報サイトから、専門店としての魅力ある商

品関連情報を毎日発信しているほか、LINE、YouTube、Facebook等のソーシャル

ネットワークを活用して愛好家のためのコミュニティの運営や情報発信、さら

には、情報アプリを通じて、当社からの情報に加え、国内外のメディアから発

信される取扱商材に関連した記事を配信しています。あわせて、2025年10月よ

りＥＣサイトの各商品ページに商品紹介動画の掲載を開始し、ＥＣサイトへの

導線を強化するYouTubeサブチャンネルとして、「MapCamera SHOWCASE CHANNEL」

を開設しました。動画コンテンツを継続的に蓄積し、ＥＣサイトへの導線を強

化しております。

また「Camera is Fashion」をコンセプトとした新たなブランド訴求にも取り

組んでおります。今後も様々な情報の発信を通じて、当社及びブランド認知度

の向上、集客のためのプロモーション強化を積極的に行い、当社ＥＣサイトの

新たな利用者を増やしていくことが必要と考えております。

⑤ 商品在庫の価格変動における対応力の向上

当社商品の市場価格は変動を伴うものとなっており、特に時計事業において

は商品単価も高く、時計相場の大幅な下落や、為替相場の変動が発生した場合

は、当社業績に大きな影響を与えることがございます。市場の動向に応じて、

販売価格、仕入額を適切にコントロールし、経営におけるリスクを低減させる

ための仕組みが必要と考え、2024年４月には販売・買取価格設定支援「AIサポ

ートMD」を導入しました。市場の動向や販売・仕入計画の達成が難しくなるこ

とを事前に察知する専門性を高めることに加え、よりデータやシステムを活用

した管理が必要と考えております。また、カメラ事業においてはAIによる買取

価格算出システム「AIMD」を引き続き活用し、適正な価格設定と在庫回転率向

上にも取り組んでおります。
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(4) 主要な事業内容（2026年３月31日現在）

当社は、インターネット取引を主軸とし、中古品の販売と買取及び新品の販売

を行っております。

(5) 主要な事業所（2026年３月31日現在）

本社及び営業所事務所 東京都新宿区西新宿一丁目14番11号

本 社 事 務 所 東京都新宿区西新宿一丁目19番６号

Map Camera ( カ メ ラ ) 東京都新宿区西新宿一丁目12番５号

Ｇ Ｍ Ｔ （時 計） 東京都新宿区西新宿一丁目20番２号

KINGDOM NOTE（筆 記 具） 東京都新宿区西新宿一丁目14番11号

(6) 使用人の状況（2026年３月31日現在）

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

260（19）名 10名増 36.0歳 7.3年

事 業 区 分 従 業 員 数

カメラ事業 163（12）名

時計事業 38（1）名

筆記具事業 11 名

全社（共通） 48（6）名

合計 260（19）名

（注）１．従業員数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載
しております。

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定の事業に区分できない管理部門に所
属しているものであります。

(7) 主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,431,603千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,082,146千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 803,548千円

(8) その他会社の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．株式の状況（2026年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 40,000,000株
(2) 発行済株式の総数 21,354,291株
(3) 株主数 24,153名
(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

ＵＳ ＢＡＮＫ ＮＡＴＩＯＮＡＬ ＡＳＳＯＣＩＡＴＩＯＮ ＪＰ ＡＣＣＴＳ ＴＳ 1,912,800株 9.01％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,805,700株 8.51％

ＭＳＣＯ ＣＵＳＴＯＭＥＲ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 1,076,407株 5.07％

株 式 会 社 エ ム ジ ー 1,060,000株 5.00％

Ｌ Ｉ Ｃ Ｈ Ｆ Ｉ Ｅ Ｌ Ｄ Ｌ Ｐ 1,038,900株 4.90％

ＧＯＬＤＭＡＮ，ＳＡＣＨＳ ＆ ＣＯ．ＲＥＧ 1,017,071株 4.79％

ＴＡＫＵＭＩ ＣＡＰＩＴＡＬ ＭＡＮＡＧＥＭＥＮＴ ＭＡＳＴＥＲ ＦＵＮＤ ＬＰ 944,892株 4.45％

ＧＯＬＤＭＡＮ ＳＡＣＨＳ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ 706,200株 3.33％

野 村 信 託 銀 行 株 式 会 社 （投 信 口） 661,200株 3.12％

ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ ＣＯ．（ＡＶＦＣ） ＲＥ ＮＯＮ ＴＲＥＡＴＹ ＣＬＩＥＮＴＳ ＡＣＣＯＵＮＴ 534,900株 2.52％

（注） 持株比率は、自己株式 135,283 株を控除して計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
当事業年度中に交付した株式報酬の内容は次のとおりです。

① 2018年６月26日開催の第13回定時株主総会において、株式保有を通じて株主
の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、当社の取締役（社外取
締役は付与対象外）に対して、譲渡制限付株式報酬について以下のとおり決議
されております。
・譲渡制限付株式報酬の額を年額30,000千円以内と決議されております。
・株式報酬により発行又は処分される当社の普通株式の総数は年23,000株以内
と決議されております。

・退任、退職時の取扱いについては、対象取締役が譲渡制限期間満了前に当社
又は当社の子会社の取締役、取締役を兼務しない執行役員のいずれの地位を
も退任又は退職した場合には、その退任又は退職につき、任期満了、死亡そ
の他正当な理由がある場合を除き、当社は、本割当株式を当然に無償で取得
すると決議されております。

・譲渡制限期間は割当を受けた日より３年間とし、当社の普通株式について譲
渡、担保権の設定その他の処分をしてはならないと決議されております。
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② 2022年６月23日開催の第17回定時株主総会において、株式保有を通じて当社
の中長期的な企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、
業績拡大へのコミットメントを強化し、株主の皆様との一層の価値共有を進め
ることを目的として、当社の取締役（社外取締役は付与対象外）に対して、業
績連動型株式報酬について以下のとおり決議しております。
・譲渡制限付株式報酬の額を年額200,000千円以内と決議しております。
・退任、退職時の取扱いについては、対象取締役が譲渡制限期間満了前に当社
又は当社の子会社の取締役、取締役を兼務しない執行役員のいずれの地位を
も退任又は退職した場合には、その退任又は退職につき、任期満了、死亡そ
の他正当な理由がある場合を除き、当社は、本割当株式を当然に無償で取得
すると決議されております。

・譲渡制限期間は割当を受けた日より３年間とし、当社の普通株式について譲
渡、担保権の設定その他の処分をしてはならないと決議されております。

・対象取締役が譲渡制限期間中、継続して当社の取締役その他一定の地位にあ
ったことを条件として、このうち営業利益その他の当社の取締役があらかじ
め設定した業績目標達成度に応じた数の株式について、譲渡制限期間が満了
した時点を持って譲渡制限を解除すると決議されております。

・取締役に交付した株式の区分別合計

株 式 数 交 付 対 象 者

取締役（社外取締役を除く。） 23,000株 ３名
（注）上記は、譲渡制限付株式報酬に基づく当社株式の交付であります。

３．新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（2026年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長
社長執行役員 C E O

小 野 尚 彦

常 務 取 締 役
上席執行役員 COO CIO

齋 藤 仁 志 事業戦略本部長

取 締 役
上席執行役員 CFO CHRO

岡 部 梨 沙
コーポレート戦略本部長
ESG経営推進室長

取 締 役 村 田 真 一

弁護士
兼子・岩松法律事務所
株式会社プラザホールディングス
社外取締役（監査等委員）
株式会社JMC 社外監査役
株式会社クロスフォー
社外取締役（監査等委員）
株式会社坪田ラボ 社外監査役

取 締 役 滝 ヶ 﨑 裕 二
公認会計士
株式会社ワイズキャスト 代表取締役
株式会社Endoor 代表取締役

取 締 役 草 島 智 咲
株式会社ウィズソフィア 代表取締役
株式会社イオンファンタジー 社外取締役
株式会社キャンドゥ 社外取締役

取 締 役 信 実 克 哉

株式会社ストラテジック・エンゲージメント
代表取締役
株式会社Capital Growth Strategies
代表取締役
株式会社And Doホールディングス
社外取締役

取 締 役 西 村 裕 二

株式会社プロフュージョン 代表取締役
あすかコーポレートアドバイザリー株式会社
取締役
株式会社ダイアート 代表取締役

取 締 役 泉 智 之
VIS Advisors, LP
Founder and Portfolio Manager

常 勤 監 査 役 森 園 睦 子

監 査 役 遠 藤 直 仁

税理士・中小企業診断士
遠藤直仁総合事務所
e-office株式会社 代表取締役
e-holdings株式会社 代表取締役
遠藤直仁＆e-partners株式会社 代表取締役
e-academy株式会社 代表取締役

監 査 役 横 山 敬 子

公認会計士
株式会社nobitel 監査役
株式会社カラダノート
社外取締役（監査等委員）
株式会社シーラホールディングス
社外取締役（監査等委員）
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（注）１．取締役村田真一氏及び滝ヶ﨑裕二氏及び草島智咲氏及び信実克哉氏及び西村裕二氏及び泉智

之氏は社外取締役であります。

２．監査役遠藤直仁氏及び横山敬子氏は社外監査役であります。

３．取締役村田真一氏は弁護士の資格を有しており、法律に関する相当程度の知見を有しており

ます。

４．取締役滝ヶ﨑裕二氏及び監査役横山敬子氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計

に関する相当程度の知見を有しております。

５．監査役遠藤直仁氏は税理士・中小企業診断士の資格を有しており、税務等に関する助言・提

言を行っております。

６．当社は取締役村田真一氏及び滝ヶ﨑裕二氏及び草島智咲氏及び信実克哉氏及び監査役遠藤直

仁氏並びに監査役横山敬子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取

引所に届け出ております。

７．社外取締役及び社外監査役の重要な兼職の状況については上表に記載のとおりであります。

取締役滝ヶ﨑裕二氏及び草島智咲氏及び信実克哉氏並びに西村裕二氏、監査役遠藤直仁氏及

び横山敬子氏の重要な兼職先と当社との間に特別の利害関係はありません。

なお、取締役泉智之氏の兼職先であるVIS Advisors, LP（及び同社が運用・助言等を行うフ

ァンド）は、当社の発行済株式の約８％超を保有しております。

８．代表取締役社長小野尚彦氏は、2026年５月20日をもって代表取締役を辞任し、取締役に就任

しております。また、同日付で常務取締役齋藤仁志氏が代表取締役社長に就任しておりま

す。
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(2) 責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び監査役全員は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に

基づく損害賠償の限度額は、法令に定める最低責任限度額としております。

(3) 会社の役員等賠償責任保険契約に関する事項

① 被保険者の範囲

当社のすべての取締役、執行役員及び監査役

② 保険契約の内容の概要

当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会

社との間で締結し、被保険者が会社の役員として行った行為に起因して損害賠

償請求がなされたことにより、被保険者が被る法律上の損害賠償責任や争訟費

用等を補償するものです。保険料は当社が全額負担しており、被保険者の実質

的な保険料負担はありません。ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法

行為を行った役員自身の損害等は補償対象外とすることにより、役員等の職務

の執行の適正性が損なわれないように措置を講じております。

(4) 取締役及び監査役の報酬等の総額

① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社においては取締役会の委任決議に基づき、2017年４月に設置した「報酬

委員会」において取締役の個人別の報酬の内容、基本方針等について決定して

おります。

基本報酬の決定については、「報酬委員会」にて報酬体系の水準の妥当性及び

株式報酬の業績評価について決定しております。

・当社の取締役の個人別の報酬等における、固定報酬と株式報酬の配分割合の

決定方針につきましては、従来、「固定報酬85～90％：株式報酬10～15％」とし

ておりました。しかしながら、この度、報酬委員会において、以下の理由から

当該配分割合の決定方針を「固定報酬65～90％：株式報酬10～35％」に変更す

る決議をいたしました。

本件は、当社が掲げる中期経営計画の目標達成に向け、経営トップをはじめ

とする取締役の業績向上への強いコミットメントを引き出すとともに、取締役

自らが自社株式を積極的に保有することで、株主の皆様と中長期的な企業価値

向上に向けた利害を一致させ一層の価値共有を進めることを目的としておりま

す。特に、経営の最高責任者である代表取締役に対しては、報酬総額に占める

株式報酬の割合を他の取締役より高く設定することで、資本コストや株価を強

く意識した経営を実践し、中長期的な株主価値の最大化を牽引する体制を明確

にするものであります。

・取締役（社外取締役を除く）に対する中長期的な企業価値向上のインセンテ

ィブとして、上記の報酬とは別枠で、業績連動型報酬として譲渡制限付株式
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を付与いたします。具体的な支給額、対象期間、および業績達成要件につき

ましては、独立社外取締役を含む任意の報酬委員会に諮問のうえ、取締役会

にて決定いたします。

② 役員報酬水準、報酬体系に関する事項

当社の事業活動を担う優秀な人材の確保や動機付けに配慮し、その果たすべ

き機能・職責に十分に見合う報酬水準とし、調査会社等が行っている役員報酬

サーベイのデータをもとに、当社の時価総額（年度平均の時価総額）や業態等

の職位毎のテーブルをベンチマークとし報酬額を決定しております。

業務執行を担う取締役の報酬については、単年度及び中長期の業績との連動

性が高く、持続的な企業価値の向上を重視した報酬体系とし、基本報酬として

の固定報酬及び株主価値との連動性をより重視した株式報酬から構成されます。

社外取締役及び監査役については、その職務に鑑み、基本報酬としての固定報

酬のみから構成されます。

③ 取締役及び監査役の報酬等の額

役員区分
報酬等の
総額
(千円)

報酬等の種類別の総額
(千円)

対象となる
役員の員数

(人)
基本報酬 業績連動報酬等 株式報酬

取締役
(うち社外取締役)

180,332
( 18,010)

113,646
( 18,010)

50,290
(―)

16,395
(―)

７
(４)

監査役
(うち社外監査役)

19,680
( 9,480)

19,680
( 9,480)

― ―
４
(２)

（注）１.業績連動報酬等の額の算定の基礎として選定した業績指標の内容は、各事業年度の当社の営

業利益であり、また、当該業績指標を選定した理由は、事業年度ごとの業績向上に対する意

識を高めるため、当社の事業内容に照らし本業業績を端的に示すためであります。

業績連動報酬等の額の算定方法は、営業利益の目標達成率のほか、従業員賞与とのバランスや

株主還元等も加味して算出しております。

当事業年度の当社の営業利益は2,537,851千円でした。

２.株式報酬として取締役に対して株式を交付しております。当該株式報酬の内容及びその交付状

況は２．株式の状況に記載のとおりです。

３.期末現在の員数は取締役９名、監査役３名であります。なお、上記の支給人員と期末現在の員

数に相違がありますのは、支給人員には無報酬の取締役２名を含んでいないこと、および、

2025年６月25日開催の第20回定時株主総会の終結の時をもって退任した監査役１名を含んでい

ることによるものであります。
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④ 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

当社取締役の金銭報酬の額は、2018年11月30日開催の臨時株主総会において

年額250,000千円以内（うち、社外取締役年額20,000千円以内）と決議しており

ます。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は５名 （うち、社外取締役は

１名）です。また、当該金銭報酬とは別枠で、2018年６月26日開催の第13回定

時株主総会において、譲渡制限付株式報酬の額を年額30,000千円以内（社外取

締役は付与対象外）と決議しております。当該定時株主総会終結時点の取締役

（社外取締役を除く） の員数は５名です。さらに当該譲渡制限付株式報酬とは

別枠で、2022年６月23日開催の第17回定時株主総会において、業績連動型株式

報酬の金銭債権及び金銭の総額は年額200,000千円以内（社外取締役は付与対象

外）とし、当社自己株式の処分される普通株式の総数は年200千株以内と決議し

ております。当該定時株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く）の員数

は３名です。当社監査役の金銭報酬の額は、2024年６月28日開催の第19回定時

株主総会において年額30,000千円以内と決議しております。当該定時株主総会

終結時点の監査役の員数は３名です。

⑤ 取締役の個人別の報酬等の内容に係る委任に関する事項

当社においては、取締役会の委任決議に基づき、社外取締役 村田真一、社外

取締役 滝ヶ﨑裕二、社外取締役 草島智咲、代表取締役社長 小野尚彦で構成さ

れる「報酬委員会」において取締役の個人別の報酬額の具体的内容を決定して

おります。個人別の報酬その他報酬に関する事項の決定権限を報酬委員会に委

任した理由は、報酬の決定についての透明性及び説明責任を強化するためです。

なお、取締役会は、報酬委員会において決定された取締役の個人別の報酬等

の内容について、報酬委員会より、個人別の報酬等の決定内容及び決定プロセ

スについて報告を受け、当社の役員報酬の方針に沿うものであることを確認し

ております。

また、2026年５月20日付で小野尚彦は代表取締役社長を退任し、同日付で齋

藤仁志が代表取締役社長に就任いたしました。これに伴い、報酬委員会の構成

員である代表取締役社長は齋藤仁志に交代しております。
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(5) 社外役員に関する事項

当事業年度における主な活動状況

出席状況、活動状況及び

社外役員に期待する役割に関して行った職務の概要

取締役 村 田 真 一

当事業年度に開催された取締役会23回のうち23回に出席いたしまし
た。弁護士としての豊富な経験に基づき、取締役会における意思決定
の透明性、健全性、適法性を確保し、コンプライアンス強化のための
助言・提言を行っております。

取締役 滝ヶ﨑 裕 二
当事業年度に開催された取締役会23回のうち23回に出席いたしまし
た。公認会計士としての知見から、主に財務、経理、税務及び内部統
制等に関する助言・提言を行っております。

取締役 草 島 智 咲
当事業年度に開催された取締役会23回のうち23回に出席いたしまし
た。システム開発及び運用における豊富な経験に基づき、当社システ
ムの堅確性、堅牢性強化のための助言・提言を行っております。

取締役 信 実 克 哉

2026年１月22日の就任以降、当事業年度に開催された取締役会４回の
うち４回に出席いたしました。投資家視点でのROIC経営に基づく事業
ポートフォリオ最適化に向けた変革の推進、及びキャピタルアロケー
ションを含む財務戦略改善を通した、本質的なキャッシュフロー創出
力向上への助言・監督を行っております。

取締役 西 村 裕 二

2026年１月22日の就任以降、当事業年度に開催された取締役会４回の
うち４回に出席いたしました。経営や投資に関する豊富な経験と知見
に基づき、必要に応じ、当社の経営上有用な助言・監督を行っており
ます。

取締役 泉 智 之

2026年１月22日の就任以降、当事業年度に開催された取締役会４回の
うち４回に出席いたしました。資本市場や投資に関する長年の経験や
専門的な知見に基づき、必要に応じ、当社の経営上有用な助言・監督
を行っております。

監査役 遠 藤 直 仁

当事業年度に開催された取締役会23回のうち21回、監査役会17回のう
ち17回に出席いたしました。企業経営者として異業種の会社経営に携
わる見地から意見を述べるなど、当社の経営上有用な助言・提言を行
っております。

監査役 横 山 敬 子

当事業年度に開催された取締役会23回のうち23回、監査役会17回のう
ち17回に出席いたしました。公認会計士としての知見から、主に財
務、経理、税務及び内部統制等に関する助言・提言を行っておりま
す。
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５．会計監査人の状況
(1) 名称 太陽有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額

22,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ

く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業

年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出

根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額に

ついて同意の判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案

の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら

れる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場

合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、

会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 当社は、「取締役会規程」に基づき、取締役会を原則として月１回開催して

いる。

② 取締役は、取締役会を通じて、他の取締役の業務執行の監督を行っている。

③ 「取締役会規程」において、重要な財産の処分及び譲受、多額の借入れ及び

債務保証等の重要な業務執行について取締役会に付議すべき事項を具体的に

定め、それらの付議事項について取締役会で決定している。

④ 当社は、監査役会設置会社であり、各監査役は監査役会が定めた監査方針

のもと、取締役会への出席、業務執行状況の調査等を通じ、取締役の職務執

行の監査を行っている。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 株主総会、取締役会、経営会議の議事録を、法令及び規程に従い作成し、

適切に保存・管理している。

② 経営及び業務執行に関わる重要な情報、決定事項、社内通達等は、所管部

署で作成し、適切に保存・管理している。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 「職務権限規程」により、当社の取締役会・経営会議での決裁事項を定めて

いる。

② 取締役会、経営会議及びその他の重要な会議にて、取締役及び経営幹部か

ら、業務執行に関わる重要な情報の報告が定期的になされている。

③ コンプライアンスなどに関するリスクへの対応については、コンプライア

ンス委員会主導のコンプライアンス教育を定期的に実施するとともに、それ

ぞれの所管部署において、必要に応じたモニタリングを実施している。

④ 経営会議において危機管理を所掌し、事業の継続性を揺るがすほどの重大

リスクが発生した場合の対応につき整備を進めている。

⑤ 全社のリスク管理の基本方針を明らかにし、リスクの識別と対処について

の体系を明確にするための規程を制定し運用している。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 経営会議を設置し、必要に応じ取締役会付議事項の事前審議を行うととも

に、「職務権限規程」に定められた決定事項の決定を行っている。

② 取締役会における意思決定に当たっては、十分かつ適切な情報が各取締役

に提供されている。
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③ 業績管理に資する財務データは、ITを活用したシステムにより迅速かつ的

確に取締役に提供されている。

(5) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 「倫理規程」「コンプライアンス規程」「行動規範」を定め、全従業員に通知

するとともに、法令と社会規範遵守についての教育・啓蒙・監査活動を実施

している。

② コンプライアンス体制の強化を図るために、「内部通報制度」を導入し、当

社に属するすべての人が利用できる仕組みを設けている。

③ 内部監査部門である内部監査室が、各部署における業務執行が法令・定款

及び規程等に適合しているか否かの監査を実施している。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項

現在は監査役の職務を補助する使用人は設置していないが、監査役の要請

に基づいて監査役の職務補助のための監査役付使用人を置くこととする。

(7) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

① 必要に応じて監査役付使用人を置く場合、当該使用人は、業務執行上の指

揮命令系統には属さず、監査役の指揮命令に従うものとする。

② 当該使用人の異動、人事考課などについては、監査役の事前承認を得なけ

ればならないこととする。

(8) 前号の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役の職務を補助すべき使用人は、他部署の使用人を兼務せず、もっぱ

ら監査役の指揮命令に従うものとする。

(9) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告

に関する事項

① 監査役は、毎年度末に取締役に対し業務執行状況に関する確認書の提出を

求めている。

② 監査役は、その職務を遂行するために必要と判断するときはいつでも取締

役及び使用人に報告を求めることができる。

(10) 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け

ないことを確保するための体制

「倫理規程」で、監査役へ報告を行った取締役及び使用人に対し、当該報告
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をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を社内周

知徹底する。

(11) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該

職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針

監査役が、その職務の執行について、会社法第388条に基づく費用の前払等

の請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執

行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理

する。

(12) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役が、取締役及び重要な使用人からヒアリングを実施し、代表取締役、

内部監査部門（内部監査室）及び会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換を

実施できる体制になっている。

(13) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

① 取締役会は、社外取締役６名を含む取締役９名で構成され、社外監査役２

名を含む監査役３名も出席しております。原則として月１回開催しており、

当事業年度においては年23回開催され、各議案についての審議、業務執行状

況等について監督を行い、活発な意見交換がなされており、意思決定及び監

督の実効性を確保しております。

② 監査役は、取締役会への出席及び常勤監査役による経営会議その他の重要

な会議への出席及び取締役、使用人からのヒアリングを通して、内部統制の

整備、運用状況について確認を行っております。また、代表取締役、内部監

査室及び会計監査人とそれぞれ定期的及び随時、情報交換を行い、監査の実

効性を確保しております。

③ 経営陣の指名プロセスにおける客観性及び透明性を確保するため、過半数

を独立社外取締役で構成する任意の諮問機関として「指名委員会」を設置し

ております。当事業年度においては同委員会を５回開催し、持続的な企業価

値向上に向けたガバナンス体制の刷新について重点的に審議を行いました。

具体的には、監督と執行を明確に分離する「モニタリング・ボード」への移

行を検討し、取締役会の適正規模化（社外取締役比率80％への引き上げ）や、

次期中期経営計画を牽引する新たな代表取締役の選定等、次期経営体制の構

築に向けた厳正な審議を行っております。

④ 内部監査室が、内部監査計画に基づき各部門への業務監査を実施し、業務

の適正化に努めております。

⑤ 当社は内部通報制度を導入しており、常勤監査役及び社内から独立した内

部通報窓口となるホットラインを設け、運用しております。
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貸 借 対 照 表
（2026年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 14,502,282 流 動 負 債 6,267,817

現 金 及 び 預 金 1,814,663 買 掛 金 1,246,697

売 掛 金 2,771,617 短 期 借 入 金 2,400,000

商 品 8,999,734
１年内返済予定の
長 期 借 入 金

761,278

前 払 費 用 238,931 未 払 金 486,509

そ の 他 677,335 未 払 費 用 114,325

固 定 資 産 3,594,167 未 払 法 人 税 等 384,496

有 形 固 定 資 産 493,662 契 約 負 債 479,281

建 物 511,498 預 り 金 45,472

工具、器具及び備品 388,160 前 受 収 益 199,870

減 価 償 却 累 計 額 △405,996 そ の 他 149,884

無 形 固 定 資 産 2,053,958 固 定 負 債 1,573,744

商 標 権 4,131 長 期 借 入 金 1,456,018

ソ フ ト ウ エ ア 2,023,966 業績連動報酬引当金 20,297

ソフトウエア仮勘定 25,860 株 式 報 酬 引 当 金 16,918

投資その他の資産 1,046,547 資 産 除 去 債 務 80,510

関 係 会 社 株 式 77,808 負 債 合 計 7,841,561

差 入 敷 金 保 証 金 504,825 （純 資 産 の 部）

長 期 前 払 費 用 117,589 株 主 資 本 10,254,888

繰 延 税 金 資 産 331,124 資 本 金 541,912

そ の 他 15,200 資 本 剰 余 金 441,912

資 本 準 備 金 441,912

利 益 剰 余 金 9,424,625

その他利益剰余金 9,424,625

繰越利益剰余金 9,424,625

自 己 株 式 △153,561

新 株 予 約 権 －

純 資 産 合 計 10,254,888

資 産 合 計 18,096,449 負 債 純 資 産 合 計 18,096,449

（注）記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 51,924,832

売 上 原 価 42,170,991

売 上 総 利 益 9,753,840

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,215,989

営 業 利 益 2,537,851

営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,156

受 取 配 当 金 10,675

受 取 保 険 金 3,869

そ の 他 7,263 25,964

営 業 外 費 用

支 払 利 息 47,178

為 替 差 損 6,480

株 式 報 酬 費 用 消 滅 損 14,055

そ の 他 4,734 72,449

経 常 利 益 2,491,365

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 298 298

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4,763

事 業 撤 退 損 22,663 27,427

税 引 前 当 期 純 利 益 2,464,237

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 807,177

法 人 税 等 調 整 額 △28,233 778,944

当 期 純 利 益 1,685,292

（注）記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2025年４月１日から
2026年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
資本剰余金
合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 541,912 441,912 441,912 10,650,460 10,650,460

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △871,896 △871,896

当 期 純 利 益 1,685,292 1,685,292

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分 △25,669 △25,669

自 己 株 式 の 消 却 △2,013,561 △2,013,561

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額 （純 額）

事業年度中の変動額合計 － － － △1,225,834 △1,225,834

当 期 末 残 高 541,912 441,912 441,912 9,424,625 9,424,625

株 主 資 本
新株予 約 権 純資産 合 計

自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 △1,466,832 10,167,452 739 10,168,192

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △871,896 △871,896

当 期 純 利 益 1,685,292 1,685,292

自 己 株 式 の 取 得 △999,922 △999,922 △999,922

自 己 株 式 の 処 分 299,631 273,961 273,961

自 己 株 式 の 消 却 2,013,561 － －

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額 （純 額）

△739 △739

事業年度中の変動額合計 1,313,270 87,436 △739 86,696

当 期 末 残 高 △153,561 10,254,888 － 10,254,888

（注）記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。

2026年05月22日 18時51分 $FOLDER; 40ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 40 ―

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式 移動平均法による原価法

② 棚卸資産

商品（新品） 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定）

商品（中古） 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、建物（建物附属設備を除

く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備につ

いては定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 17～36年

工具、器具及び備品 ２～20年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

③ 長期前払費用 定額法によっております。

(3) 収益及び費用の計上基準

① 商品の販売

当社は国内での店舗販売及び海外も含めたＥＣサイトを通じた商品の販売を行っております。

商品の販売については原則として商品の引渡時点において顧客が当該商品に対する支配を獲得

し、履行義務が充足されると判断しているため、主として当該商品の引渡時点で収益を認識して

おります。

ＥＣサイトを通じた商品の販売の内、国内向けの販売については出荷時点から引渡時点までの

期間が通常の期間であるため、当該商品の出荷時点で収益を認識しております。

なお、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が

提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認

識しております。

② カスタマーロイヤリティプログラム(ポイント制)

当社は商品販売時、買取時、キャンペーンやコンテスト等のイベント時に自社ポイントを付与

しております。

この内、商品販売時に付与されるポイントについては、付与したポイントを履行義務として識

別し、将来の失効見込等を考慮して算定された独立販売価格を基礎として取引価格を配分してお

ります。

履行義務の充足時点については、顧客がポイントを使用することにより財又はサービスが顧客

に移転する時、あるいは使用期限を超過したことでポイントが失効する時に収益を認識しており

ます。
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③ 安心サービス補償

当社の安心サービス補償は顧客が商品の購入時に追加のサービス料を支払うことにより、商品

補償を提供するサービスとなっており、当該補償は商品の購入に付随して発生しますが、安心サ

ービス補償へ加入するか否かは顧客の自由意思によるものであるため、独立したオプションとし

て履行義務を認識しております。取引価格の履行義務への配分に関しては、補償対象である商品

に一定の掛率を乗じて算定されるため、直接観察可能な取引価格として配分を行っております。

安心サービス補償の提供については、履行するにつれて顧客が便益を享受すると考えられるこ

とから、一定の期間にわたり充足される履行義務であると判断し、補償期間が契約上定められて

いること、全損の場合にはその時点をもって補償終了となることから、契約期間にわたって収益

を認識し、全損時には残余期間分に対して一括で収益の認識をしております。

なお、当該補償サービスは保険会社が提供している保険スキームがないと成り立たない点か

ら、顧客との約束が財又はサービスを他の当事者によって提供されるよう手配する履行義務であ

ると判断し、代理人取引として純額で収益を認識しております。

(4) 引当金の計上基準

① 業績連動報酬引当金

業績連動型株式報酬制度に基づく当社の取締役及び執行役員への金銭の交付に備えるため、当

事業年度末における負担見込額を計上しております。

② 株式報酬引当金

譲渡制限株式ユニット付与制度に基づく当社従業員への当社株式の交付に備えるため、当事業

年度末における株式の交付見込額に基づき計上しております。

(5) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処

理しております。

(6) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続

譲渡制限付株式報酬制度

当社の譲渡制限付株式報酬制度に基づき、当社の取締役及び執行役に支給した報酬等について

は、対象の勤務期間にわたって費用処理しております。
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２．会計上の見積りに関する注記

(重要な会計上の見積り)

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に

係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

商品の評価

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

商品 8,999,734千円

商品評価損 52,429千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

商品は、四半期ごとに帳簿価額と正味売却価額との比較を行い、帳簿価額が正味売却価額を上

回っている場合、正味売却価額をもって貸借対照表価額とし、帳簿価額と正味売却価額との差額

を当事業年度の商品評価損として処理しております。

正味売却価額は事業年度末において見込まれる将来販売時点の売価から見積販売直接経費を控

除することにより算定しております。

当該見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております

が、将来の経済条件の変動などによって実際の販売価格が事業年度末において見込まれる将来販

売時点の売価から乖離した場合、翌事業年度の計算書類において重要な影響を与える可能性があ

ります。

３．貸借対照表に関する注記

関係会社に対する金銭債権及び債務

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権及び金銭債務が属する項目ごとの金

額は、次のとおりであります。

短期金銭債務 31,090千円

４．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引高の総額

営業取引(支出分) 318,472千円

営業取引以外の取引に

よる取引高(収入分)
10,675千円

(2) 固定資産除却損

固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 4,349千円

工具、器具及び備品 125千円

ソフトウエア 288千円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
当事業年度期首の
株 式 数

当事業年度増加
株 式 数

当事業年度減少
株 式 数

当事業年度末の
株 式 数

普 通 株 式 23,207千株 －千株 1,853千株 21,354千株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類
当事業年度期首の
株 式 数

当事業年度増加
株 式 数

当事業年度減少
株 式 数

当事業年度末の
株 式 数

普 通 株 式 1,410千株 859千株 2,134千株 135千株

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加859千株は、取締役会決議による自己株式の取得による

増加842千株、業績連動型株式報酬制度に基づく無償取得による増加15千株、取締役会決議

による譲渡制限付株式報酬の無償取得による増加０千株であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少2,134千株は、取締役会決議による自己株式の消却によ

る減少1,853千株、業績連動型株式報酬制度に基づく自己株式の交付による減少160千株、新

株予約権の権利行使に伴う自己株式の交付による減少91千株、譲渡制限付株式報酬制度に基

づく自己株式の交付による減少23千株、譲渡制限付株式ユニット付与制度に基づく自己株式

の交付による減少４千株であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

決 議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2025年６月25日
定時株主総会

普通株式 871,896 40 2025年３月31日 2025年６月26日

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

決議予 定 日 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2026年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 997,293 47 2026年３月31日 2026年６月26日
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。今後の事業拡大

等に伴い必要となる資金については銀行借入等により調達する予定であります。なお、当社はデ

リバティブ取引を行っておりません。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

差入敷金保証金は、取引先の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

借入金は、主に中古商品在庫・設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、返済期日は

最長で決算日後５年であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、当社所定の手続に従い、各事業部門が主要な取引先の状況を定期的にモ

ニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回

収懸念の早期把握や軽減を図っております。

資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動

性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2026年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、関係会社株式（貸借対照表計上額77,808千円）は市場価格のない株式等に該当

するため、下記表には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、買

掛金、短期借入金、未払法人税等は短期で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、

注記を省略しております。

貸借対照表計上額 時 価 差 額

差 入 敷 金 保 証 金 504,825千円 500,793千円 △4,031千円

資 産 計 504,825千円 500,793千円 △4,031千円

長期借入金（1年内返済予定を含む） 2,217,297千円 2,201,388千円 △15,908千円

負 債 計 2,217,297千円 2,201,388千円 △15,908千円
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(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定

した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用い

て算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類

しております。

① 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

該当事項はありません。

② 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

差 入 敷 金 保 証 金 －千円 500,793千円 －千円 500,793千円

資 産 計 －千円 500,793千円 －千円 500,793千円

長期借入金（1年内返済予定を含む） －千円 2,201,388千円 －千円 2,201,388千円

負 債 計 －千円 2,201,388千円 －千円 2,201,388千円

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

差入敷金保証金

時価は、個別の契約期間に応じた、リスクフリーレートである国債の利率で割り引いた現在

価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金（１年内返済予定を含む）

時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

契約負債 151,069千円

業績賞与 55,680千円

資産除去債務 25,376千円

未払事業税 23,255千円

商品評価損 17,678千円

業績連動型株式報酬 17,516千円

フリーレント賃料 10,425千円

その他 49,416千円

繰延税金資産合計 350,418千円

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 19,293千円

繰延税金負債合計 19,293千円

繰延税金資産の純額 331,124千円

８．持分法損益等に関する注記

当社が有している関連会社は利益基準及び剰余金基準から見て重要性の乏しい関連会社であるた

め、記載を省略しております。

９．関連当事者との取引に関する注記

(1) 子会社及び関連会社等

種類

会社等

の名称

又は氏

名

所在地
資本金

(千円)
事業の内容

又は職業

議決権等の

所有(被所有)

割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

関連会社

㈱フク

イカメ

ラサー

ビス

福井県

福井市
10,000

デジタルカメラ・

フィルムカメラ・

レンズ修理

所有

直接

35.0

業務提携
配当金の受

取
10,675 － －

(2) 役員及び個人主要株主等

種類

会社等の

名称又は

氏名

議決権等

の所有(被

所有)割合

関連当事

者との

関係

取引の

内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

役員

及びその

近親者

齋藤仁志

被所有

直接

0.30

当社

取締役

ストック

オプショ

ンの権利

行使(注)

21,395 － －

(注）2015年５月11日開催の取締役会決議及び2016年11月７日開催の取締役会決議に基づき付与された

ストック・オプションの当事業年度における権利行使を記載しております。
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１０．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

報告セグメント

調整額 損益計算書

計上額カメラ事業 時計事業 筆記具事業
自転車事業

(注)
計

ＥＣ 34,447,369 4,163,058 334,873 282,953 39,228,255 －

店舗 6,286,951 6,236,781 144,163 28,679 12,696,577 －

顧客との契約

から生じる収

益

40,734,321 10,399,840 479,037 311,633 51,924,832 － 51,924,832

その他の収益 － － － － － － －

外部顧客への

売上高
40,734,321 10,399,840 479,037 311,633 51,924,832 － 51,924,832

(注）自転車事業は、成長可能性や収益性の高い事業へ経営資源を集中させるため、2025年８月７日開

催の臨時取締役会決議に基づき、2026年３月31日をもって終了しております。

(2) 収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで

あります。

(3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約負債の残高等

当事業年度

期首残高 期末残高

契約負債 422,397 千円 479,281 千円

前受収益 210,581 千円 199,870 千円

(注）当期首残高における契約負債のうち、当事業年度において収益に認識した金額は304,409千円で

あります。

② 残存履行義務に配分した取引価格

2026年３月31日現在、当社が認識している履行義務の残存価額は679,151千円となっておりま

す。当該履行義務について、カスタマーロイヤリティプログラム(ポイント制)にかかる契約負債

479,281千円に関しては２年以内に収益を認識することを見込んでおり、安心サービス補償にか

かる履行義務199,870千円に関しては契約期間にわたって収益を認識することから当事業年度末

後１か月から60か月の間で収益を認識することを見込んでおります。
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１１．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 483円29銭

(2) １株当たり当期純利益 78円57銭

１２．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2026年５月19日

シュッピン株式会社
取締役会 御中

太陽有限責任監査法人
大阪事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 児 玉 秀 康
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 有 久 衛

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、シュッピン株式会

社の2025年４月１日から2026年３月31日までの第21期事業年度の計算書類、すな
わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにそ
の附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状
況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査
における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業
倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定
を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理
上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、

その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責
任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含ま
れておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではな
い。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、
通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過
程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがある
と判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必
要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等
を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある
場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に

不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、
監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにあ
る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監
査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以
下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚
偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は
監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの
ではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続
を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行
われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどう
か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる
ような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継
続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計
算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算
書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。
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監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、
監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、
及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職
業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合
理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第21期事業年度におけ

る取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の

上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状

況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職

務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、

情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施

いたしました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等

を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いた

しました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必

要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整

備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制

（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用

の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表

明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監

視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務

の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131

条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）

等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類

（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属

明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1） 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し
く示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する
重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職
務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。

2026年５月20日

シ ュ ッ ピ ン 株 式 会 社 監 査 役 会

常勤監査役 森 園 睦 子 ㊞

社外監査役 遠 藤 直 仁 ㊞

社外監査役 横 山 敬 子 ㊞

以 上
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会場：東京都渋谷区代々木二丁目１番１号
ビジョンセンター新宿マインズタワー13F 1301A＋B
当日のお問い合わせ先 TEL 03-3342-0088（本社）
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